様式２
低入札価格調査資料等提出書

平成　　年　　月　　日
　広島県○○事務所長様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　業務の場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成　　年　　月　　日付けで開札のあった上記業務について，測量・建設コンサルタント等業務における低入札価格調査制度事務取扱要綱第７条第３項に基づき，次のとおり低入札価格調査に係る資料等を提出します。

なお，各資料の記載内容は事実と相違ないことを確約します。

様式３
当該価格により入札した理由
　
	


様式５
当該委託契約の履行体制
（１）履行のための体制図（全体像）


注１）簡易な業務，又は，再委託する内容が設計上予定していたものでない限り，原則として再委託は認めない。
注２）履行体制について，真にやむを得ない場合を除き，技術者の変更は認めない
（２）業務に係る実施体制
	技術者
の区分
	氏名
	役職・部署
	担当する役割
	備考

	管理技術者
	
	
	
	

	担当技術者
	
	
	
	

	照査技術者
	
	
	
	

	第三者照査技術者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１）技術者の区分の名称は，適宜設定すること。
（例）管理技術者・照査技術者・第三者照査技術者・担当技術者・再委託予定の技術者　等

注２）技術者について，真にやむを得ない場合を除き，変更は認めない
様式６
配置予定技術者名簿
　
	技術者の区分
	氏　名
	資　格
	取得年月日
	免許番号
交付番号
	備考

	管理技術者
	
	
	
	
	専任

	担当技術者
	
	
	
	
	

	照査技術者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注１）専任の管理技術者は，指名通知日以降に雇用した者でないこと。
注２）技術者について，真にやむを得ない場合を除き，変更は認めない。
様式７
県内営業所の手持ちの測量・建設コンサルタント等業務の状況
営業所・支店名（　　　　　　　　　　）
	業務名
	発注機関
	履行期間
	契約金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１）業務実績情報サービスへ登録を行っている業務については，備考欄に登録番号を記載すること。
注２）専任で配置する管理技術者の手持ち業務については，備考欄に従事している役職などを記載し，契約内容と記載内容の確認できるもの（業務実績情報の登録内容確認書及び業務実績データの写し等）を添付すること。
様式８
県内営業所の常勤技術者名簿
	所属営業所・支店
	氏名
	生年月日
	保有資格
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式９
手持機械等の状況
（測量業務及び地質調査業務に限る）
＜自社又は再委託予定先が機械等を保有している場合＞
	工種・種別
	機械名称
	規格・形式・能力・年式
	単位
	数量
	メーカー名
	専属的使用予定日数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


＜自社又は再委託予定先が機械等をリースする場合＞
	工種・種別
	機械名称
	規格・形式・能力・年式
	単位
	数量
	メーカー名
	リース元名
	備考

	
	
	
	
	
	
	業者名
	所在地
	入札者との関係(取引年数)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式１０
過去３年間において受託・履行した同種又は類似の業務の名称及び発注者
	通し
番号
	業務名
	発注者名
	履行期間
	契約金額
	業務成績
評定点
	備考

	
	
	
	
	
	
	


様式１１
第三者照査概要書
（建築関係建設コンサルタント業務を除く）
　契約締結後は，次の者に第三者照査を委託することを確約します。

	会社等名
	

	業務部門及び当該業務部門の属する分野の格付
	

	過去３年間の受託・履行実績
	業務名
	

	
	発注者
	

	過去１０年間の同種又は類似の業務の受託・履行実績（注１）
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	


【第三者照査技術者に関すること】 

	氏名
	

	保有免許，資格
	

	経験年数
	


注１）特に定めた場合に記載する。

　注２）受託者の照査技術者の選任を要しない業務においては，記入する必要はない。

　注３）受託・履行実績は，代表的な業務を１件記入すればよい。

　注４）受託・履行実績については，契約内容の確認できるもの（業務実績情報サービスの登録内容確認書及び業務実績データの写し等）を添付すること。

作成要領（様式３～１１共通）
１　低価格入札者は，契約担当職員等があらかじめ指定した期日までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならない。
２　提出期限の翌日以降における提出書類の差し替え及び再提出は認めない。ただし，契約担当職員等が記載要領に従った記載するよう，又は必要な添付書類等を提出するよう教示した場合は，この限りでない。
３　様式ごとに提出すべき添付資料のほか，低価格入札者が必要と認める添付資料を提出することができる。この場合，任意の添付資料である旨を各資料の右上部に明記するものとする。
４　必要に応じ，様式ごとに提出すべき添付資料以外にも，調査対象者によって，契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるかどうかを確認するために，説明資料の提出を求めることがある。
様式３　当該価格により入札した理由
記載要領
１　当該価格により入札した理由を，手持機械等の状況，過去において受託・履行した同種又は類似の業務，再委託会社の協力等の面から記載する。
２　なお，当該価格により入札した結果，当該業務の適切な実施及び成果品の品質の確保を行うことは当然である。
様式４　入札価格の内訳書
　記載要領
１　委託費内訳書に対応する内訳書とする。また，委託費内訳書に記載されている区分別の費用内訳が分かる明細書とすること。ただし，建築関係の建設コンサルタント業務にあっては「広島県建築設計業務等委託料積算基準」に規定する項目に従った内訳書とすること。なお，官積算額欄には，何も記載しないこと。

２　内訳書には，設計図書等に基づく発注者の承諾を必要としない軽微な業務の再委託の分を含め，再委託を予定している金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。

　　再委託予定の業務内容（軽微な業務は除く。）は，設計上予定していたものであること。
３　計上する費用については，計数的根拠のある合理的なもので，かつ，現実的なものでなければならない。
４　業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」，「調整額」，「お得意様割引」等の名目による金額計上は行わないものとする。
５　測量業務，地質調査業務にあっては次の事項についても記載すること。
　　測量業務においては諸経費（間接測量費，一般管理費等），地質調査業務においては諸経費（業務管理費，一般管理費等）の詳細な項目の細別について，本業務に必要となる業務実施金額と，直前の決算報告書に基づく損益計算書による実績から算出される金額を記載する。（詳細は別紙：諸経費等の記載方法）
６　補償関係コンサルタント，土木関係建設コンサルタント業務にあっては次の事項についても記載すること。
　その他原価及び一般管理費等，又は諸経費（間接業務費，一般管理費等）及び技術経費の詳細な項目の細別について，本業務に必要となる業務実施金額と，直前の決算報告書に基づく損益計算書による実績から算出される金額を記載する。（詳細は別紙：諸経費等の記載方）
７　建築関係建設コンサルタント業務にあっては次の事項についても記載すること。
　　間接経費を「一般管理費」，「付加利益」及び「その他経費」の３つに分類し，当該業務担当部署以外の経費であって，役員報酬，従業員給与手当，退職金，法定福利費，福利厚生費，事務用品費，通信交通費，動力用水光熱費，広告宣伝費，交際費，寄付金，地代家賃，減価償却費，租税公課，保険料，雑費等については「一般管理費」として，当該業務を実施する社を継続的に運営するのに要する費用であって，法人税，地方税，株主配当金，内部留保金，支払利息及び割引料，支払保証金その他の営業外費用等については「付加利益」として，一般管理費及び付加利益以外の経費については「その他経費」として計上すること。

その他経費，一般管理費の詳細な費目の細別について，本業務に必要となる業務実施金額と，直前の決算報告書に基づく損益計算書による実績から算出される金額を記載する。（詳細は別紙：諸経費等の記載方法）
　添付資料
　再委託を予定している場合は，再委託先の見積書の写しを添付する。

　直前の決算報告書に基づく損益計算書による勘定科目を，様式４－１へ記載するに当たり勘定科目を統合・分割した内容が分かる資料
様式５　当該委託契約の履行体制
　記載要領
１　体制図においては，調査対象業務のうち設計図書（建築関係建設コンサルタント業務のうち建築設計業務及び建築工事監理業務にあっては，特記仕様書等，補償関係コンサルタント業務にあっては仕様書等。）において指定した軽微な部分を含め，再委託を行う予定がある場合は，再委託の相手先ごとに，相手方名，再委託を行う業務の内容，再委託の予定金額及び再委託を行う理由を記載する。
２　「技術者の区分」の名称は，調査対象業務の業務部門区分に応じて適宜設定すること。
３　測量業務及び地質調査業務については，配置を予定する技術者のうち，現場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め，備考欄に「現場責任者」と明記すること
４　第三者照査を行う技術者については，備考欄に会社名を明記すること。

５　建築関係建設コンサルタント業務にあっては，協力会社の技術者を配置する予定である場合は，備考欄に会社名を明記すること。
様式６　配置予定技術者名簿
　記載要領
１　配置を予定する技術者について記載するものとする。なお，競争参加資格として必要な資格については少なくとも記載すること。
２　「技術者の区分」の名称は，調査対象業務の業務部門区分に応じて適宜設定すること。
３　管理技術者は，備考欄に「専任」と明記すること。なお，ただし，当該業務部門が複数の分野に該当し，管理技術者を複数配置する場合は，設計図書で示す主たる分野の管理技術者が専任すればよいこととする。
４　測量業務及び地質調査業務については，配置を予定する技術者のうち，現場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め，備考欄に「現場責任者」と明記すること。
　添付資料
１　本様式に記載した技術者が自社社員であり，専任の管理技術者は調査対象業務の指名通知日以降に雇用した者でないことを証明する健康保険証等の写しを添付する。（建築関係の建設コンサルタント業務についての協力会社の技術者を配置する予定である場合は，当該技術者が当該協力会社の社員であり，調査対象業務の指名通知日以降に雇用した者でないことを証明する健康保険証等の写しを添付する。）
２　記載した資格を証明する書面の写しを添付する。
様式７　県内営業所の手持ちの測量・建設コンサルタント業務等の状況
　記載要領

１　県内の営業所ごとに，同じ業務部門の手持ちの測量・建設コンサルタント業務等すべてについて記載するものとする。
２　業務実績情報サービスへ登録を行っている業務については，備考欄に登録番号を記載すること。
３　専任で配置する管理技術者の手持ち業務については，備考欄に従事している役職なども合わせて記載すること。
　添付資料
専任で配置する管理技術者の手持ち業務については，契約内容と従事内容の確認できるもの（業務実績情報サービスの登録内容確認書及び業務実績データの写し等）を添付すること。

様式８　県内営業所の常勤技術者名簿
　記載要領
　県内における営業所の技術者の氏名，所属営業所・支店，生年月日，保有資格を記載し，調査対象業務における配置予定技術者である場合は，備考欄にその旨を記載すること。
　なお，保有資格は，測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査要領の別表３に掲げるものを記載すること。
様式９　手持機械等の状況
※　本様式は，調査対象業務が測量業務又は地質調査業務である場合に作成すること。
＜機械を保有している場合＞
記載要領
１　本様式は，調査対象業務で使用する予定の手持機械について記載する。
２　再委託の相手方が保有する機械を使用することを予定する場合は，備考欄にその旨を記載すること。
＜機械をリースする場合＞
　記載要領
１　本様式は，調査対象業務で使用する予定の機械及び当該機械のリースを受けようとする予定業者について作成する。
２　再委託の相手方がリースを受けて機械を使用することを予定する場合は，備考欄にその旨記載すること。
３　「リース元名」の「低価格入札者との関係」欄には，低価格入札者又は再委託先の相手方と機械リース予定業者との関係を記載する。（例）協力会社，同族会社，資本提携会社等
また，取引年数を括弧書きで記載する。
様式１０　過去３年間において受託・履行した同種又は類似の業務の名称及び発注者
　記載要領
　過去３年間に国及び地方公共団体（市町村は除く。）が発注した測量・建設コンサルタント業務等を対象に，受託・履行した同種又は類似の業務（調査対象業務と同じ業務部門に限る。）すべて（開札日時点で履行中のものは除く。）について，新しい順に記載する。
なお，業務成績評定点についてもできる限り記載すること。
様式１１　第三者照査概要書（建築関係建設コンサルタント業務は除く。）
　記載要領
　第三者照査予定者の，会社等名，県の測量・建設コンサルタント等業務の入札参加資格の業務部門及び格付，業務（調査対象業務と同じ業務部門に限る。）の過去３年間の受託・履行業務名（広島県又は国発注に限る。），発注者及び第三者照査技術者の氏名，保有免許，資格，経験年数を記載する。
　また必要に応じて，過去１０年間の同種又は類似の業務の受託・履行業務名（広島県又は国発注に限る。），発注者及び業務概要を記載する。
　受託・履行実績については，契約内容の確認できるもの（業務実績情報サービスの登録内容確認書及び業務実績データの写し等）を添付すること。
別紙
諸経費等の記載方法について

　決算書を基にした,測量法，コンサルタント規程などの取り決めにより国へ届出ている分野ごとの報告書をもとに，受注した業務の間接費等（測量業務にあっては間接測量費，地質調査業務にあっては業務管理費，土木関係コンサルタント・用地調査業務にあってはその他原価，建築関係建設コンサルタント業務にあってはその他経費，技術料等経費のうち対象分），一般管理費等の実績に基づく算出額を様式４－１の間接費等内訳書，一般管理費等内訳書へ記載し，記載した勘定科目について本業務で必要となる実施金額を記載する。

法や規程による届出をしていない受注者や分野は，会社全体の決算書による。

部署や部門ごとにさらに分割した決算資料がある場合はそれをもとに作成しても良い。

１　間接費等（間接測量費，業務管理費，その他原価，その他経費）の実績に基づく算出方法

1 分野ごとの原価報告書の科目を間接費等内訳書の勘定科目へ配分する。

（勘定科目の内容については，以下の用語解説による）

・決算書の金額を間接費等の勘定科目へどのように配分したか分かる物を別に作成する。

・材料費，機械経費，技術管理費については，経費と二重計上にならないように注意する。

2 配分した勘定科目を分野全体の直接原価と間接原価に配分する。

・直接原価と間接原価へどのように配分したかが分かる物を別に作成する。

・委託費の直接原価と間接原価は二重計上にならないように注意する。

・経費を分野全体の直接原価と間接原価に分割することが難しい項目は，間接原価として計上する。ただし経費のうち直接経費に計上すべき経費（15特許使用料，17旅費交通費，19トレース・青焼，20印刷・製本費）は極力分割する。

3 上記の配分金額から当該業務で実績に基づく金額を算出する。

・当該業務の間接費等の勘定科目金額＝分野全体の間接原価に配分した勘定科目金額（建築設計業務にあっては，直接経費を含む）×当該業務の受注金額/分野全体の売上高　から算出したものを基本とする。（分野の売上高配賦基準）

２　一般管理費の記載方法

1 会社全体の一般管理費の勘定科目を一般管理費等内訳書の勘定科目へ配分する。

・決算書の金額を一般管理費等の勘定科目へどのように配分したか分かる物を別に作成する。

2 上記の配分金額から当該業務で実績に基づく金額を算出する。

・当該業務の一般管理費の勘定科目金額＝直近の決算報告書の会社全体の販売費及び管理費を配分した勘定科目×調査対象業務の受注金額/対象事業年度中の会社全体の売上高　から算出したものを基本とする。（会社全体の売上高配賦基準）

間接費等，一般管理費等の各勘定科目の用語解説

	勘定科目
	直接原価
	間接原価
	一般管理費
	適用

	人件費
	
	直接人件費
	○
	
	
	業務実施のために直接必要な人件費

	
	1
	役員報酬
	
	
	
	取締役、監査役に対する報酬

	
	2
	役員賞与
	
	
	
	取締役、監査役に対する賞与

	
	3
	固定給
	
	
	
	本店及び支店の従業員給料手当のうち毎月決まって支払われる固定部分の賃金

	
	4
	割増給
	
	
	
	本店及び支店の従業員給料手当のうち毎月決まって支払われない(毎月変動する、例えば時間外手当)部分の賃金

	
	5
	賞与
	
	
	
	本店及び支店の従業員等に対する賞与

	
	6
	通勤費
	
	
	
	自宅～本店及び支店間の通勤費（実物支給：定期券、回数券等を含む）

	
	7
	退職金
	
	
	
	本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金

	
	8
	法定福利費
	
	
	
	健康保険、厚生年金保険、労働保険等の保険料の事業主負担額及び児童手当拠出金

	
	9
	雑給
	
	
	
	業務に直接かかわった補助労務者などで日報管理できない人件費については間接原価の雑給で計上する。

	委託費
	A
	委託費
	○
	
	
	・調査・設計等（建築の構造外注費，設備外注費含む），電算（建築の積算外注費含む），測量等，地質・試験・実験等，その他の外部機関への委託費のうち，調査対象業務の実施に直接必要な技術的な分野の委託費を記入する。（対象業務と費用が明確なもの）

	
	10
	調査・設計等
	
	
	
	・調査・設計等，電算，測量等，地質・試験・実験等，その他の外部機関への委託費で，対象業務と費用が明確でない原価は間接原価で計上する。

・委託費は，技術的な分野の委託のみとし，トレ－ス・印刷等の専門会社への発注については，下段の経費に記入する。

	
	11
	電算
	
	
	
	

	
	12
	測量等
	
	
	
	

	
	13
	地質・試験・実験等
	
	
	
	

	
	14
	その他委託費
	
	
	
	

	材料費
	B
	材料費
	○
	
	
	測量，地質業務の作業を実施するのに要する材料の費用

（経費と二重計上しない）

	機械経費
	C
	機械経費
	○
	
	
	測量，地質業務の作業に使用する機械に要する費用

（経費と二重計上しない）

	技術管理費
	D
	精度管理費
	○
	
	
	測量作業の精度を確保するために行う検測，精度管理表の作成及び機械器具の検定等の費用（経費と二重計上しない）

	
	E
	成果検定費
	○
	
	
	測量成果の検定を行うための費用（経費と二重計上しない）

	経費
	15
	特許使用料
	○
	
	
	特許権の使用を許可してもらうために、特許権者へ支払う費用

	
	16
	消耗品費
	
	
	
	事務用品費等

	
	17
	旅費交通費
	○
	
	
	出張旅費、発注者等への連絡交通費

	
	18
	電算機・OA機器
	
	
	
	パソコン、コピー、ファックス等の購入費及び修繕維持費

	
	19
	トレース・青焼
	○
	
	
	トレース・青焼き等の専門業に外注した費用

	
	20
	印刷・製本費
	○
	
	
	印刷･製本･その他の費用

	
	21
	福利厚生費
	
	
	
	慰安娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚生等に要する費用

	
	22
	通信運搬費
	
	
	
	電話、ＦＡＸ、郵便、宅配便等経費

	
	23
	備品費
	
	
	
	什器、ロッカー、キャビネット等

	
	24
	図書費
	
	
	
	技術図書等

	
	25
	地代家賃
	
	
	
	事務所、寮、社宅等の借地借家料

	
	26
	水道光熱費
	
	
	
	電力、水道、ガス等の費用

	
	27
	修繕維持費
	
	
	
	建物、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費等

	
	28
	保険料
	
	
	
	火災保険その他の損害保険料

	
	29
	契約保証費
	
	
	
	履行保証制度にともなう契約の保証に要した下記の経費
（ア）契約保証金の納付
（イ）契約保証金に代わる利付国債
（ウ）金融機関の保証
（エ）履行保証証券による保証
（オ）履行保証保険契約

	
	30
	賃借料
	
	
	
	電算機、OA 機器等のリース・レンタル費

	
	31
	交際費
	
	
	
	得意先、来客等の接待費、慶弔見舞、中元歳暮品代等

	
	32
	会議費
	
	
	
	通常の会議、各種打合せに要する借室料、喫茶食事代等

	
	33
	寄付金
	
	
	
	社会福祉団体等に対する寄付

	
	34
	会費
	
	
	
	団体加盟登録費用等

	
	35
	広告宣伝費
	
	
	
	広告、公告又は宣伝に要する費用

	
	36
	租税公課
	
	
	
	事業所税、不動産取得税、固定資産税、自動車税等の租税及び身体障害者雇用納付金等の公課

	
	37
	手数料
	
	
	
	会計士、税理士等の報酬・謝礼、送金手数料等

	
	38
	研究・開発費
	
	
	
	研究開発費会計基準に準拠して発生時に費用処理されたもの（例えば構造解析パソコンソフト等）

	
	39
	減価償却費
	
	
	
	減価償却資産に対する償却額

	
	40
	営業債権貸倒償却
	
	
	
	営業取引に基づいて発生した受取手形、完成業務未収金等の債権に対する貸倒損失及び貸倒引当金繰入額

	
	41
	研究・開発貸倒償却
	
	
	
	貸借対照表の繰延資産に計上した研究・開発費の償却額

	
	42
	その他経費
	
	
	
	雑費一式


様式１４（建築関係建設コンサルタント業務を除く）
第三者照査選任届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　広島県○○事務所長様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受託者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　業務の場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　上記業務について，第三者照査を行う者は次のとおりです。
【第三者照査者に関すること】
	会社等名称，所在地
	

	資本面，人事面における関係
	　　　有　・　無

	業務部門及び当該業務部門の属する分野の格付
	

	過去３年間の広島県又は国の受託・履行実績
	業務名
	

	
	発注者
	

	開札日における指名除外の有無
	　　　有　・　無

	過去１０年間の広島県又は国の同種又は類似の業務の受託・履行実績（注１）
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務概要
	


【第三者照査技術者に関すること】 

	氏名
	

	保有免許，資格
	

	経験年数
	


注１）特に定めた場合においては記載すること
注２）第三者による確約書（様式１５）を添付すること。
注３）受託・履行実績については，契約内容の確認できるもの（ＴＥＣＲＩＳの登録内容確認書及び業務実績データの写し等）を添付すること。
様式１５（建築関係建設コンサルタント業務を除く）
確　　　　約　　　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　広島県○○事務所長様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　㊞
　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　業務の場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　受託者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記業務については，受注者として実施する照査とは別に当社が第三者として照査を実施し，その結果を提出します。
照査に当たっては，関係法令，契約書等を遵守し，設計図書及び調査員等の指示に従い契約に示された内容に適合した履行を行うことはもとより，業務内容の変更，又は追加がある場合には誠意を持ってこれに対応し，公共工事の執行に適う業務成果の品質確保に努めます。
当社の照査技術者は，上記業務の設計図書に記載された受託者の照査技術者と同等の免許，資格等を有する次の第三者照査技術者が実施します。
【第三者照査技術者】
	氏名
	

	保有免許，資格
	

	経験年数
	




































































再委託に係る業務の内容，再委託の予定金額，


再委託を行う理由








再委託の相手方②





再委託に係る業務の内容，再委託の予定金額，


再委託を行う理由








再委託の相手方①





・担当する役割の内容








担当者





・担当する役割の内容








担当者





・担当する役割の内容








担当者





・担当する役割の内容








○○技術者





・担当する役割の内容








○○技術者





・担当する役割の内容
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・担当する役割の内容





○○技術者








